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研究成果の概要（和文）：クラウド・コンピューティング・サービスの普及にともない、ほとんど無限にデータ・セン
タに蓄積されていく個人情報群について、所有権または占有権の適用の可否を検討したうえで、これらに近いかたちで
実質的な保護を行うべきであることと、オーナーシップを想定した受託者の設定や紛争解決手続が必要であることを示
した。

研究成果の概要（英文）：More and more big data on personal information are accumulated according to the 
general application of cloud computing services. The study discussed on the applicability of property 
rights and occupational rights to such data. Then, the study showed that practical protection to such 
data substantially similar to these rights should be given, establishment of fiduciary and dispute 
resolution system based on ownership to such information is necessary.
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１．研究開始当初の背景 
クラウド・コンピューティングの普及と,3.11 
以来の情報喪失に対する危機意識の高まりによ 
り,医療データをはじめとする膨大な量の価値
ある情報(そして,その相当な割合が個人情報で 
もある)を,クラウドに保管する方向で世の中が
動きつつある。  
それにもかかわらず,国内外ともに,クラウド
に保管された大量の情報の集まり(以下,集合 
的に「情報群」という)の財産的価値に着目し
た研究も,情報の出所である人々および企業
(以下,単に「出所」という)の利益を集合的に
保護する法的手段の研究も,国内外ともに,実
質的に存在しないに等しい。せいぜい,昔な
がらの,個別の情報を,個別の出所のイニシア
ティブによって保護する法制度(その典型は,
知的財産権法と個人情報保護法である)を前
提とした議論が多数反復されているに過ぎ
ない。  
しかしながら,寺本は,これまでの実務家との
共同研究(『持続可能な社会を支える弁護士と
信 託—医療クラウド、産学連携、まちづく
り』(共編著、2012),『クラウド時代の法律実
務』(共編著、2010),『社会インフラとしての
新しい信託』(共編著、2010),平成 23 年度産
業技術研究開発委託費「次世代高信頼・省エ
ネ型 IT 基盤技術開発事業・実証事業(データ
利活用による社会基盤の安 全性向上)」、補助
交付元:経済産業省、研究委託元:東日本高速
道路株式会社)を通じて,情報 群の取引価値
の保護と,出所の利益の集合的な保護に対す
る需要が無視できないものとなることを予
想するとともに,社会ネットワーク分析の手
法を応用した知的財産権制度の検討
(Teramoto, Larasati & Jurcys “Diversity of 
Distributed Music and Modern 
Telecommunication Technologies: A 
Network Perspective”(2012.11.13 公表),「知
的財産権によるテレム・ネットワークへの介
入と,その制御」(2012 掲載予定),“Protect 
Network Neutrality against Intellectual 
Property Rights”(2012),「社会ネットワーク
分析を法学に応用する」(2010)を 通じて,従
来の法制度がそれに対応するには力不足で
あろうことを予想している。一方,原は, これ
までの比較法的研究を通じて無体物の群に
対する所有権を観念するために必要な要素
を探求しつつある一方,信託財産たり得る財
産の範囲について探求を深めつつある(「『信
託財産』とはいかなる『財産』か?」(2010),
「責任財産 –条文にない概念が「改正」に与
える影響」(2012), 「フランスにおける「集
合」に対する担保:特に「担保のための信託」
を中心に」(2012))。また, 原田は,多元的統御
のあるべき姿を追求する一連の研究を通じ
て,情報群の取引価値の保護と, 出所の利益
の集合的な保護に適用し得る統御の仕組み
を検討するための素材を蓄積しつつある 
(「集団的消費者利益の実現と行政法の役割」
(2012),「多元的システムにおける正統性概

念」 (2012),「適合性評価の消費者保護機能」
(2012))。さらに,入江は,ADRのさまざまなフ
ィロソフィを分析しつつ,情報群の取引価値
の保護と,出所の利益の集合的な保護をめぐ
って発生し得る紛争の解決に適用し得る仕
組みを検討するための素材を蓄積しつつあ
る(「個別化プロジェクトとしての調停」
(2012),「コスト面から見た ADR 利用促進の
ための求められる政策」(2010),「米 国にお
ける調停論:<情報を得た同意>をめぐって」
(2010))。  
このような申請者らの蓄積に基づくことに
より,本研究は,次のステップとして当然なさ
れるべきものであり,かつ,期間内に有意義な
成果が得られることを十分に期待できるも
のである。  
 
２．研究の目的 
クラウド・コンピューティング・サービス事
業者のデータ・センタに保管されて情報群の
取引を行うに適した法的な仕組みは無いに
等しいし、個々の情報の出所の利益を守るた
めの現実的な仕組みもない。さらに紛争を効
率的に解決する仕組みもない。本研究の具体
的な目的は次の５点を明らかにすることで
ある。（１）排他的権利を基本とする知的財
産法では、クラウド上の情報群の取引を促進
しつつ利害関係者の保護を行うことに限界
があること、（２）クラウド上の情報群の取
引を促進するために所有権的構成が有効で
あること、（３）クラウド上の情報群に係る
情報の利害関係者の保護を行うために信託
的構成に実利があること、（４）ピラミッド
型の権限構造に頼らず価値ある情報の保護
に実効性を与える新たな多元的統御の構造、
および（５）多元的統御構造の中で機能でき
る紛争解決手続の構造。 
 
３．研究の方法 
本研究は,(ア)新たな法制度の構築に対する実
社会からの需要の見極め,(イ)その需要の論 
理的な正当性の見極め,(ウ)新たな法制度の基
盤となる法理論の構築,(エ)新たな法制度の設 
計,(オ)新たな法制度を円滑に機能させるため
の統御構造の検討,および(カ)新たな法制度の 
機能不全を防ぐための紛争解決手段の検討
からなる。  
それぞれの検討課題について,研究者間で分
担しつつ,定期的な会合(おおむね毎月一回), 
ソーシャル・ネットワーク・サービスを用
いた常時のコミュニケーション等により,そ
れぞれの 議論の整合性を保つように努める。
また,実務家からの情報収集については,寺本
が部会長を務 める第一東京弁護士会 司法
研究委員会 信託法研究部会との連携,および
医療クラウドを中心とするクラウド事業者
との交流を通じて行うことを基本とする。  
 
４．研究成果 
クラウド・コンピューティングの普及にとも



ない、ほとんど無限に蓄積されていく個人情
報群について、所有権または占有権の適用の
可否を検討したうえで、これらに近いかたち
で実質的な保護を行うべきであることと、オ
ーナーシップを想定した受託者の設定や紛
争解決手続が必要であることを示した。 
『国内の実務家に対する報告及び意見交換』
として、第一東京弁護士会司法研究委員会信
託法研究部会への陪席と同会員らとの情報
交換 7回、医療クラウド事業者との情報交換
9回を行った。また、「社会ネットワーク分析
の応用して知的財産法の役割を評価する試
み」（日本知財学会ビジネスと知的資産・知
財法研究分科会、１０月、寺本）及び「医療
クラウドこそ社会の要-法律家が考える」（医
療クラウド推進コンソーシアム第１回研究
会、１１月、寺本）の実務家向け報告を行っ
た。『国際的な研究者と実務家に対する報告
及び意見交換』として、“Assessing the Role 
of Intellectual Property Laws from a 
Social Network Perspective”(ARS’13 
International Workshop ,Madrid 6 月、寺
本)、”What Makes Medical Records Safe in 
the Cloud?”(2014 Annual Kyusyu 
University Law Conference,福岡、２月、寺
本)、“The Current Development of the 
Japanese e-Government Platform”(2014 
International Cyber Law Seminar,Bali,３
月、寺本)を行った。（平成２５年度） 
『国内の実務家に対する報告及び意見交換』
として、第一東京弁護士会司法研究委員会信
託法研究部会への陪席と同会員らとの情報
交換８回（成果は寺本のレビューを経たうえ
で、部会員らにより公表。NBL 1043 号 47-49
頁(2015 年)「医療クラウドの実現に向けて-
信託的観点から-」）、医療クラウド事業者と
の情報交換７回、医療関係者向け講演２回
（以上、寺本）、講演 1回(原田)を行った。
Penner 教授（シンガポール大学）による研究
会「受益権の法的性質に関する日英比較」
(2015 年 2月 27 日東京大学)に参加して同教
授との議論を行った（寺本、原）（平成２６
年度） 
国内の実務家に対する報告及び意見交換と
して、第一東京弁護士会司法研究委員会信託
法研究部会会員らとの情報交換を継続的に
行った(成果は寺本の意見を反映しつつ、部
会員らにより公表。別冊 NBL 156 号(2016 年)
『信託が拓く新しい実務-6 つのケース解説
と契 約条項例』NBL 特集 1071 号『情報の可
用性が導く未来-占有・所有論は活きるか』)
の他、医療クラウド事業者との情報交換3回
(以上 、寺本)を行った。 国際的な研究者と
実務家に対する報告及び意見交換として、国
際会議での発表(寺本 3回、原田 1回、入江 3
回)を行った。（平成２７年度） 
 別項記載のとおり『成果物の出版』も行っ
た。  
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